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第1章 東松山市水道事業経営戦略策定にあたって

1.1 東松山市水道事業経営戦略策定の趣旨

 本市の水道事業は、昭和 39年に給水を開始して以来、54年にわたって施設整備、維持管理
及び水道事業の運営を行っており、地域の公衆衛生向上や産業の発展など地域社会全体を支
えてきました。
 一方で、人口減少社会による給水人口の減少や、水道利用者の節水意識の向上及び節水機
器の普及などに伴い、水道の使用水量は減少傾向にあります。また、水道の拡張時期に整備
された水道施設が老朽化を迎えており、今後、施設の大規模な改修・更新等が必要となるな
ど、近年の水道事業を取り巻く環境は大きく変化をしており、本市においても環境変化に対
応できる体制づくりが求められています。
 総務省では水道事業体を含む公営企業に対して「経営戦略」の策定を求めており、平成 26

年 8 月には「公営企業の経営に当たっての留意事項について」を公表し、経営戦略策定の推
進を図っています。
 経営戦略とは、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期
的な経営の基本計画であり、水道施設の更新等に関する投資の見通しを試算した計画（投資
計画）と、財源の見通しを試算した計画（財源計画）から構成されています。本市において
も、中長期における水道施設の更新等に係る投資の見通しを把握し、安定的な給水サービス
を提供できる事業環境について検討する必要があります。
 今回策定した「東松山市水道事業経営戦略」では、東松山市水道事業の現状における課題
を整理し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図り、将来にわたってサービスの提
供を安定的に継続することが可能となるような、水道経営の経営戦略を示していきます。

1.2 東松山市水道事業経営戦略の計画期間

 東松山市水道事業経営戦略（以下、経営戦略という。）の計画期間は 2019 年度から 2028

年度の 10年間とし、この 10年間における試算及び目標設定を行います。
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第2章 東松山市水道事業運営の現状と課題

2.1 現状と課題の分析方法

10年間の試算及び目標設定を行うためには、本市の水道事業運営における現状と課題を把
握する必要があります。そのためには、水道経営の健全性・効率性、保有する水道施設の規
模・能力や老朽化状況・耐震化状況について整理するとともに、同規模事業体との比較検討
を行うことで、本市が置かれている状況を把握することが可能となります。
 現状と課題の分析方法について、本経営戦略では水需要の状況、水道施設の状況及び水道
経営状況の観点から分析を行います。
水需要の状況では、近年における給水人口及び年間給水量の推移を示すとともに、将来に
おける年間給水量の推計結果を示します。年間給水量は、本市の給水収益に直結する要素と
なることから、適切な手法に基づいて推計を行います。
 続いて、水道施設の状況では、水道施設の老朽化状況を把握し、また総務省が示す経営分
析表の項目による同規模事業体との比較を行い、10年間の投資計画に必要な課題の抽出を行
います。
 最後に水道経営状況について、近年の財政収支の状況を示すとともに、水道施設の状況と
同様に経営分析表を用いた同規模事業体との比較を行い、10年間の財源計画に必要な課題の
抽出を行います。
これらの 3つの項目に関して分析を行い、本市水道事業運営の課題を整理します。

水需要の状況
・近年の水需要
・将来の水需要

水道経営の状況
・近年の財政状況
・経営分析項目による比較

水道施設の状況
・老朽化状況把握
・経営分析項目による比較

図 2-1 課題の整理方法
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2.2 水需要の状況

（１）近年の東松山市給水人口及び年間給水量の推移

 近年における本市の給水人口及び年間給水量の推移を示します。
 給水人口は 1997年に最大となり、年間給水量は 1995年に最大値を示しています。その後
は、給水人口の減少に伴って年間給水量も減少しており、また水道利用者の節水意識の向上
や節水機器の普及によって、2014年には 1995年と比較して約 9.5%減少しています。一方で、
2015年以降では給水人口が増加に転じており、それに伴って年間給水量も増加傾向にありま
す。給水量が増加した理由は、本市が実施している土地区画整理事業等の進捗や企業誘致に
よるものです。
 年間給水量は、水道事業の収入に直結する大切な指標となります。将来にわたる事業環境
をしっかりと把握するためにも、給水人口及び年間給水量の動きを注視していきながら、適
切な手法に基づいて給水人口及び年間給水量の推計を行います。
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図 2-2 近年における本市の給水人口及び年間給水量の推移
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（２）将来における給水人口及び年間給水量の推計

①年間給水量の推計方法
 将来の年間給水量を推計する方法として、「水道施設設計指針 2012（日本水道協会）」
（以下、指針という。）に示されている「用途別推計」に基づき、年間給水量推計を行いまし
た。用途別とは、各戸の水道利用者に設定されている用途ごとの区分となっています。本市
では用途として、家庭用、営業用、病院用、官公庁用、学校用、事務所用、公衆浴場用、工場
用、プール用とに区分しております。
年間給水量の推計値は、用途別の過去の年間給水量を用いて「時系列傾向分析」を実施し
ました。推計手順は下記のとおりになります。

START

END

将来の給水
人口推計

家庭用一人当たり年
間給水量の推計

過去 10年間の
年間給水量の整理

他用途の年間給水量
の推計

家庭用年間給水量の
推計

年間給水量の推計

「東松山市人口ビジ
ョン」目標人口

妥当性の検証

普及率

実績値への補正

図 2-3 将来における年間給水量の推計手順
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②将来の年間給水量推計結果
 下記に示すグラフが、将来における年間給水量推計結果になります。現状の 2017 年度実績値ベースで見ていくと、10 年後の 2027 年度の年
間給水量は約 1.8%程度の低下となりますが、20年後には約 5.5%低下、30年後には約 10.7%低下、40年後には約 17.4%低下すると推計されまし
た。年間給水量の減少の主な要因は家庭用給水量の減少が挙げられ、給水人口の減少に起因しています。年間給水量の減少は、水道事業の収益
の悪化に直結するため、持続的な事業運営を行うための対応が求められます。
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図 2-4 将来における年間給水量推計結果
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2.3 水道施設の状況

 水道施設の状況では、本市の水道施設を構成する構造物、設備、管路及び給水管に区分し、
それぞれについて施設の老朽化状況を把握していきます。

（１）構造物の老朽化状況

 本市が保有する構造物については、古くは 1964年に築造され、法定耐用年数を超えている
ものや近づきつつあるものが見られ、老朽化が進行していることが伺えます。また、大半が
耐震性が低い施設であり、その機能の重要度からしても早期の耐震化若しくは更新が必要と
なっています。

表 2-1 主な構造物の老朽化状況

施設名称 施設内容 築造
年度

法定耐用
年数

経過年数
(2018年基準) 

第
一
浄
水
場

取水施設
第一水源 浅井戸 RC造 1988 58年 30年
第三水源 浅井戸 RC造 1981 58年 37年

浄水場
施設

ポンプ室 RC造 1964 45年 54年
ポンプ井 RC造 1964 58年 54年
調整池 RC造 1964 58年 54年
消毒設備 CB造 1964 24年 54年
流量計建屋 RC造 1964 50年 54年
場内配管 ダクタイル鋳鉄管 1972 38年 46年

第
二
浄
水
場

取水施設 第二水源 浅井戸 RC造 1971 58年 47年

浄水場
施設

水道庁舎 3階 RC造 2003※ 58年 15年
配水池 RC造 1972 58年 46年
ポンプ室 RC造 1972 58年 46年
発電機建屋 RC造 2000 50年 18年

高本山配水場

受水池兼配水池 PC造 1986 58年 32年
配水池 PC造 1966 58年 52年
場内配管 ダクタイル鋳鉄管 1965 38年 53年

高坂高区配水場 受水池兼配水池 PC造 1980 58年 38年

高坂丘陵配水場 配水池 PC造 1983 58年 35年

水穴配水場

受水池兼配水池 PC造 1998 58年 20年
配水池建屋 RC造 1999 50年 19年
発電機建屋 RC造 1999 50年 19年

腰塚配水場(休止) 配水池 PC造 1979 58年 39年
五領調整場 調整池兼貯水槽 ダクタイル鋳鉄管 1979 38年 39年
葛袋調整場 減圧弁室 減圧弁室 1988 38年 30年
石橋調整場 減圧弁室 減圧弁室 1989 38年 29年
松風公園内 緊急貯水槽 ダクタイル鋳鉄管 1984 38年 34年

※ 現在の水道庁舎は、2003年度に耐震補強済みです。
※ 赤字は法定耐用年数を超過している施設を示しています。
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表 2-2 簡易耐震診断による耐震性評価結果

水道施設名 種類 耐震性評価

取
水

第一水源 浅井戸 低

第二水源 浅井戸 低

第三水源 浅井戸 低

浄
水

第一浄水場
ポンプ井 低

調整池 低

第二浄水場 調整池 低

配
水

高本山配水場
配水池 中

受水池兼配水池 低

腰越配水場 配水池 低

高坂高区配水場 受水池兼配水池 低

高坂丘陵配水場 配水池 低

水穴配水場 配水池 中
※ 「浄水施設簡易耐震診断の手引き（平成 26年 6月）」に準じて、種別は浅井戸
  及び池状構造物を対象に実施
※ 「震度 6強、震度 7」における耐震性評価

図 2-5 第一浄水場の様子
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（２）設備の老朽化状況

 設備については、平成 25年度に策定した「水道施設長期修繕・更新計画」に基づき、順次
整備を進めていますが、耐用年数を超過しているものも多くあり、老朽化が進行しているこ
とが伺えます。維持管理の中で点検等により現状を把握し、適切な時期に修繕更新をしてい
く必要があります。

表 2-3 主な設備の老朽化状況

施設名 機械設備内容 設置年度 法定耐用
年数

経過年数
(2018年基準) 

第
一
浄
水
場

取水施設
第一水源 取水ポンプ（2台） 2015 16年 3年
第三水源 取水ポンプ（2台） 2016 16年 2年
取水設備 電磁流量計 2016 10年 2年

浄水場施設 送水設備
送水ポンプ（4台） 2015～

2017 16年 1年～
3年

電磁流量計 2018 10年 0年

第
二
浄
水
場

取水施設
第二水源 取水ポンプ（4台） 2015～

2016 16年 2年～
3年

取水設備 電磁流量計 2003 10年 15年

浄水場施設

送水設備
送水ポンプ（1台）
送水ポンプ（2台）

2011(1台) 
1998(2台)

16年 7年(1台) 
20年(2台)

電磁流量計 1997 10年 21年

配水設備
配水ポンプ（5台） 2009～

2013 16年 5年～
9年

電磁流量計 2016 10年 2年
電気設備 電気設備 1993 16年 25年

非常用発電設備 ガスタービン発電機 2013 16年 5年

高本山配水場

電気設備 電気設備 2017 16年 1年
非常用発電設備 ディーゼル発電機 2014 16年 4年
計装設備

(受水池兼配水池) 
(流入)電磁流量計
(配水)電磁流量計

2018 
2014 

8年
10年

0年
4年

緊急遮断弁 トリガーバルブ 1986 20年 32年
計装設備
(配水池)

(流入)電磁流量計
(配水)電磁流量計

2002 
2013 

10年
10年

16年
5年

高坂高区配水場

電気設備 電気設備 2002 16年 16年
緊急遮断弁 トリガーバルブ 2012 16年 6年

計装設備 (流入)電磁流量計
(配水)電磁流量計

2018 
2002

10年
10年

0年
16年

高坂丘陵配水場

電気設備 電気設備 2014 16年 4年
緊急遮断弁 トリガーバルブ 2012 16年 6年

計装設備 (流入)電磁流量計
(配水)電磁流量計

2015 
2002 16年 3年

16年

水穴配水場

配水設備 配水ポンプ（4台） 2013～
2018 16年 0年～

5年
電気設備 電気設備 1998 16年 20年
緊急遮断弁 トリガーバルブ 1998 16年 20年

計装設備 (流入)電磁流量計
(配水)電磁流量計

2015 
1998

8年
16年

3年
20年

非常用発電設備 ガスタービン発電機 1999 16年 19年

五領調整場
電気設備 電気設備 2002 16年 16年
減圧弁 コーンフロー減圧弁 2011 16年 7年
計装設備 電磁流量計 2002 16年 16年

葛袋調整場 減圧弁 減圧弁 1988 16年 30年
石橋調整場 減圧弁 減圧弁 1989 16年 29年

※ 赤字は法定耐用年数を超過している施設を示しています。
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（３）管路及び給水管の老朽化状況

①管路について
 現在、本市では老朽管更新工事を進めており、2017年度には約 5.6kmの老朽管の更新工事
を実施しました。更新後の管路は耐震管となっており、地震に強い管網への移行を進めてい
ます。管種はダクタイル鋳鉄管及びポリエチレン管を採用しています。
 また、更新したダクタイル鋳鉄管にはポリスリーブを被覆しており、外面からの腐食に強
い状態になっています。
 老朽管の更新工事を進めている一方で、管路では法定耐用年数 40年を超過したものが多数
存在しています。法定耐用年数とは地方公営企業法等によって定められた耐用年数であり、
管路更新を行う際の一つの目安となっています。

2017 年度末を基準とした場合では、約 52km が法定耐用年数 40 年を超過している状況で
す。また 10年後には、新たに法定耐用年数を超過する管路が約 99km出現することが分かっ
ています。したがって、重要度を考慮した優先順位に基づいて管路の耐震化を計画的に推進
していくことが求められます。また当該事業に必要となる財源や人材確保も重要です。
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②給水管について
 給水管については、市内で約 708kmが布設されており（2018年 12月時点）、そのうち約
7km が耐震化されていますが、多くは耐震化されていません。老朽化していく給水管の耐震
化も課題となっています。
 また、連合給水管については、給水管延長のうち約 102kmが民地内を経由して布設されて
おり、漏水修理や住宅建設等の支障となっているケースも見受けられるため、連合給水管の
解消も課題となっています。

図 2-7 老朽管更新工事の様子、及び水管橋の様子

※連合給水管とは…民地内に布設された給水管、又は給水管網で 2戸以上で使用し、特定の個人や企業等の用に供するもの
ではないもの
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2.4 水道経営の状況

 ここでは、2008年度から 2017年度の 10年間における、水道事業の経営状況について分析
を行います。
 本市の水道事業は、地方公営企業法における法適用事業であり、地方公営企業会計に基づ
き運営しています。地方公営企業会計の重要な指標となる損益や資金の状況を確認し、近年
の経営状況を示します。

【単年度損益について】
2008年度から 2017年度の 10年間における、損益計算の状況を示します。
 近年において赤字が発生している状況ではなく、安定的に黒字の運営をしていることが分
かります。2014年度以降では、営業外収益が多く積み上がっておりますが、これは地方公営
企業会計制度が見直しされたことよるものです。加入金等を活用して取得した水道施設につ
いて、長期前受金戻入を収益として計上しています。

図 2-8 2008年度から 2017年度における損益推移
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※地方公営企業会計制度の見直し・・・現行の民間企業会計原則の考え方を最大限取り入れることにより、地方公営企業の更
なる経済性を発揮するとともに、国庫補助金等の公的負担の状況をより明らかにする
ため、2014年度に地方公営企業会計の見直しが行われた。
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 一方で、同期間の営業利益及び純利益については、地方公営企業会計制度の見直しによっ
て、2014年度以降の純利益は大きく上昇していることが分かりますが、営業利益は減少傾向
にあることが分かります。
 営業利益が減少傾向にある原因として、2015年度以降は若干の増加傾向にあるものの、2008

年度と比較して水道料金収入が減少していることや、減価償却費増加による営業費用の増加
が挙げられます。今後、水道施設の更新を進めていくため、減価償却費については増加して
いくと予想しており、しっかりと水道料金収入を確保していることが、安定的な水道事業の
継続に繋がっていくと考えます。
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図 2-9 2008年度から 2017年度における営業利益及び純利益推移

（営業利益＝営業収益－営業費用、純利益＝事業収益－事業費用）

地方公営企業会計制度の見直し

営業利益、純利益(億円) 

近年では営業利益は減少傾向
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【資金の状況について】
 ここでは、水道施設の更新に必要となる財源の状況として、現金預金、有価証券及び投資
の合計（以下、資金という。）について、2008年度から 2017年度における推移を示します。
 図 2-10に示すとおり、資金は 2008年度から 2013年度にかけて増加しており、現金預金ま
たは有価証券が増加したことに起因していることが分かります。しかし、2014 年度～ 2017

年度にかけて資金が減少していることが分かります。この期間における建設改良費は 8 億円
を上回っており、資金減少の要因となっていることが分かります。
 今後も、建設改良費として構造物の耐震化や更新、設備の更新及び老朽管更新工事の継続
を実施していくことから、財源確保が必要であることが分かります。

図 2-10 2008年度から 2017年度における資金状況及び建設改良費の推移
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2.5 経営分析項目を用いた比較分析

（１）比較分析方法

 ここでは、14の県内同規模事業体（給水人口 5万人以上 10万人未満）の経営分析項目と、
近年の本市における経営分析項目との比較分析を行います。対象とする経営分析項目は以下
のとおりです。これは、毎年、総務省が各水道事業体に実施を要請している経営比較分析表
の項目であり、多くの水道事業体で活用されています。
 また、県内同規模事業体との比較方法について、現在、県内同規模事業体で公表されてい
る最新データ（2016年度の数値）としました。

表 2-4 使用する経営分析項目一覧

No. 経営分析項目 算出式 内容

1 経常収支比率 (営業収益＋営業外収益)／
(営業費用＋営業外費用) 

収益性の確認。
100％を上回ると黒字を示す。

2 累積欠損金比率 累積欠損金／
(営業収益－受託工事収益) 

累積欠損金有無の確認。

3 流動比率 流動資産／流動負債 短期債務の支払能力を示す。
100％以上が望ましい。

4 
企業債残高対
給水収益比率 企業債残高合計／給水収益 企業債残高の規模を示す。

減少傾向が望ましい。

5 料金回収率 供給単価／給水原価 料金収入適正の確認。
100％以上が望ましい。

6 給水原価
(経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却
原価＋附帯事業費)－長期前受金戻入)／

年間総有収水量

水を作るための原価を示す。
低い方が望ましい。

7 施設利用率 一日平均配水量／一日最大配水量 施設規模の適正を確認。
一般的には高い方が望ましい。

8 有収率 年間総有収水量／年間総配水量
配水した水がどの程度の収入に
なったかを示す。
100%に近い方が望ましい。

9 
有形固定資産
減価償却率

有形固定資産減価償却累計額／
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価

施設の老朽化状況を示す。
一般的には低い方が望ましい。

10 
管路経年化率
(法定耐用年数
超過管路率) 

法定耐用年数超過の管路延長／
全管路延長

法定耐用年数 40 年を超過した管
路の割合を示す。
一般的には低い方が望ましい。

11 管路更新率 更新管路延長／全管路延長 単年度の管路更新割合を示す。
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（２）比較分析結果

 経営分析項目に関する本市の 2013年度から 2017年度 5年間の推移と、本市を含む県内同
規模事業体の 2016年度平均値は以下のとおりです。

2016年度の県内同規模事業体の平均値より下回った項目は、有形固定資産減価償却率及び
管路経年化率となっています。表 2-1、表 2-3 及び図 2-6 に示すとおり、今後も法定耐用年
数を超過した水道施設が増加していくことが分かります。

表 2-5 2013年度から 2017年度における経営分析項目の推移及び県内同規模事業体との比較

経営分析項目 単位
東松山市 経営分析項目実績値 2016年度

県内同規模
平均値2013 2014 2015 2016 2017 

経常収支比率 ％ 109.92 117.84 118.45 118.95 116.16 114.73 

累積欠損金比率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

流動比率 ％ 965.09 740.52 642.28 654.67 731.35 459.03 

企業債残高
対給水収益比率 ％ 69.73 66.02 59.98 54.64 49.39 218.45 

料金回収率 ％ 105.21 115.59 116.35 117.38 114.34 104.80 

給水原価 円／m3 131.49 120.79 121.22 120.45 123.99 143.89 

施設利用率 ％ 66.08 65.40 66.07 66.15 66.56 62.65 

有収率 ％ 90.29 89.22 89.10 90.00 90.06 89.94 

有形固定資産
減価償却率 ％ 49.21 49.32 49.65 49.23 48.97 46.68 

管路経年化率 ％ 14.08 13.74 13.48 13.91 15.15 10.98 

管路更新率 ％ 1.46 2.11 2.13 2.41 1.37 0.85 

比較対象の県内同規模事業体：埼玉県内の給水人口 5万人以上 10万人未満の水道事業体の平均値との比較
（秩父市、飯能市、羽生市、行田市、志木市、本庄市、蕨市、幸手市、白岡市、吉川市、和光市、蓮田市、八潮市、日高市）
出典：総務省 経営比較分析表（平成 28年度決算）
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2.6 課題の整理

 これまで、将来の水需要、水道施設及び水道経営の状況の観点から現状分析を行いました。
現状の分析結果から、下記に示すとおりに本市水道事業に関する課題を整理しました.。

【水需要の状況】
 ・経営戦略の計画期間最終年度の 2028年度には、2017年度比で 1.8％の年間給水量減が
見込まれる。

 ・更に 10年後の 2038年度には、2017年度比で 5.5％の年間給水量減が見込まれる。

【水道施設の状況】
 ・構造物について、2018年度時点で法定耐用年数を超過している施設が散見される。ま
た、簡易耐震診断の結果より多くの水道施設で耐震性が低い状況にある。

 ・設備について、2018年度時点で法定耐用年数を超過している設備が散見される。
 ・管路について、2018 年度時点で法定耐用年数 40 年を超過している管路が約 52km 存
在し、経営戦略計画期間で新たに法定耐用年数 40年を超過する管路が約 99km出現す
る。

【水道経営の状況】
 ・水道経営は概ね良好であるが、水道施設更新に必要な資金は減少している。
 ・営業利益が減少傾向にあることや、将来的に年間給水量が減少する見込みである。

東松山市水道事業の課題
１）重要度、優先度を考慮した投資計画（水道施設更新計画）の策定及び履行
 ・構造物及び設備の修繕計画及び更新計画を見直し、計画的に履行する
 ・構造物の耐震化計画を策定し、計画的な耐震化を進める。
・管路は引き続き老朽管対策を進めるとともに、耐震化の推進、及び連合給水管の解消
に努める。

２）投資計画を考慮した財政シミュレーションの実施・財源確保に向けた試算
・自己資金による投資に加え、企業債等を活用するかについて検討を行う。
３）将来を見据えた給水収益確保について検討
・経営戦略計画期間だけではなく、将来の水需要を考慮した給水収益確保のため水道料
金改定について検討を行う
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第3章 財政シミュレーションの実施
 第 2 章では東松山市水道事業の課題を抽出し、投資計画の策定及び履行、そして投資計画
に基づく財政シミュレーションの必要性について示しました。本章では、アセットマネジメ
ントを活用して水道施設の修繕及び更新に係る費用の算定を行いました。見直し期間は、2018

年度から 40年間の 2057年度までとしています。

3.1 投資計画の策定

（１）水道施設修繕に係る投資計画

 水道施設の修繕に係る投資計画は、図 3-1 に示すとおりです。水道施設の健全性を維持す
るため、毎年 1 億円以上の修繕費を見込んでおり、多い時では 2 億円を上回る修繕を計画し
ています。特に修繕費が 2億円を超える時期については、2020年度には水穴配水場の建屋及
び配水池等の構造物にかかる修繕、2028年度には水穴配水場のポンプ設備にかかる修繕を計
画しています。

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

20
25
年

20
26
年

20
27
年

20
28
年

20
29
年

20
30
年

20
31
年

20
32
年

20
33
年

20
34
年

20
35
年

20
36
年

20
37
年

20
38
年

20
39
年

20
40
年

20
41
年

20
42
年

20
43
年

20
44
年

20
45
年

20
46
年

20
47
年

20
48
年

20
49
年

20
50
年

20
51
年

20
52
年

20
53
年

20
54
年

20
55
年

20
56
年

20
57
年

2008年から2017年度の平均修繕費（管路、給水管、消火栓等対象） 計画修繕費（構造物、設備を対象）

図 3-1 2018年度以降計画をしている修繕費用推移

修繕費用(億円) 2020年度：水穴配水場
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2028年度：水穴配水場
ポンプ設備修繕
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 また、2019 年度から 2028 年度の経営戦略の計画期間内における主な修繕計画は、下記の
とおりになります。

表 3-1 水道施設の主な修繕計画（2019年度から 2028年度）

年度 修繕実施内容

2019年度 ・水穴配水場：電気関連設備の修繕
・定期修繕

2020年度
・第一浄水場：電気関連設備の修繕
・第二浄水場：構造物の修繕
・水穴配水場：構造物の修繕
・定期修繕

2021年度 ・第二浄水場：電気関連設備の修繕
・定期修繕

2022年度 ・水穴配水場：電気関連設備の修繕
・定期修繕

2023年度
・第二浄水場：第二水源電気関連設備の修繕
・水穴配水場；計装設備の修繕
・定期修繕

2024年度 ・第二浄水場：構造物の修繕
・定期修繕

2025年度 ・第二浄水場：構造物の修繕
・定期修繕

2026年度
・第二浄水場：電気関連設備の修繕
・高本山配水場：計装設備の修繕
・高坂高区配水場：計装設備の修繕
・定期修繕

2027年度 ・定期修繕

2028年度 ・水穴配水場：ポンプ設備の修繕
・定期修繕
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（２）水道施設更新に係る投資計画

 水道施設の更新に係る費用は、図 3-2に示すとおりです。
 管路は、現状で法定耐用年数を超過している管路を中心に更新を進める必要があることか
ら、年間 6億円強の更新を計画しています。
また、水道施設の健全性を確保するため、2020年度から 2036年度にかけて、構造物を中心
に必要な水道施設の更新を予定しています。特に、2033年度、2034年度には第一浄水場の更
新を予定しています。第一浄水場は 1964年に築造されて以来、必要な修繕を行い施設の健全
性を維持してまいりましたが、2033 年には 69 年が経過することから、将来に向けて安定的
な水を供給するために更新を計画しました。
 設備については、毎年計画的な更新を進めていく予定ですが、特に、2037年度には水穴配
水場の電気設備更新を、2041 年度及び 2042 年度には管路の末端に設置されている自動水質
監視装置の更新を予定しています。
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図 3-2 2018年度以降計画をしている水道施設更新費用推移

更新費用(億円)

2033年度、2034年度：
第一浄水場更新

2041年度、2042年度：
末端自動水質監視装置更新

2037年度：
水穴配水場電気設備更新
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 なお、2019 年度から 2028 年度の経営戦略の計画期間内における主な更新（耐震化）計画
は、下記のとおりになります。

表 3-2 水道施設の主な更新（耐震化）計画

年度
実施内容

構造物耐震化 設備更新 管路更新（耐震化）

2019年度 - 第二浄水場：電気設備
高坂高区配水場：計装設備

更新管路延長：15㎞

2020年度 第一浄水場：ポンプ施設建屋、
調整池

第二浄水場：ポンプ設備
高本山配水場：計装設備

2021年度 第一浄水場：ポンプ井
高本山配水場：No.2 PCタンク

第二浄水場：計装設備 
水穴配水場：計装設備

2022年度 高本山配水場：No.1 PCタンク 高坂高区配水場：電気設備

2023年度 第二浄水場：本館建屋、配水池 
高本山配水場：受水池 -

2024年度 第二浄水場：本館建屋、配水池 -

更新管路延長：15㎞

2025年度
第一浄水場：第一水源、

第三水源 
第二浄水場：次亜室建屋、

発電機室
水穴配水場：ポンプ設備

2026年度 第一浄水場：第三水源 
高坂高区配水場：県水受水池 高本山配水場：計装設備

2027年度
第一浄水場：第一水源 
水穴配水場：本館建屋、受水池 
高坂高区配水場：県水受水池

-

2028年度 第二浄水場：第二水源 
水穴配水場：本館建屋、受水池

第二浄水場：電気設備 
高本山配水場：計装設備 
石橋調整場：減圧弁設備
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3.2 財源計画の策定

（１）将来における財政シミュレーションの実施

これまでに示した水道施設の修繕・更新計画を加味し、また受水費については、八ツ場ダ
ムの完成により受水単価を現状の 61.78円/m3から 2029年度に 71.05円/m3に上がることを想
定し、本市の将来における財政シミュレーションを実施しました。なお、シミュレーション
に必要となる給水収益は、図 2-4 に示す年間給水量推計値に基づいて、年間給水量推計値×
2017年度供給単価（141.77円／m3）より算出しました。
 財政シミュレーション結果として、水道事業収益状況を示す収益的収支、水道施設への投
資活動の状況を示す資本的収支、資金保有状況を示す期末資金残高を算出しました。

【将来における収益的収支の推移】
 水道事業収益状況を示す収益的収支のシミュレーション結果は、図 3-3に示すとおりです。
修繕費用の影響によって 2025 年度には損益が赤字になると予想しています。2025 年度を除
き、2018年度から 2027年度まで概ね黒字での水道事業運営が可能でありますが、2028年度
以降では慢性的な赤字になると予想しています。
赤字となる主な要因として、１）水道施設の更新に伴って減価償却費が増加していること、
２）年間給水量の減少によって給水収益が悪化していることが挙げられます。図 3-2 に示す
水道施設の更新を実現するためには、必要な資金の確保について検討の必要があります。
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図 3-3 将来における収益的収支の推移

2028年度以降は
慢性的な赤字予想

事業収益・事業費用(億円) 損益(億円)
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【将来における資本的収支・資金残高の推移】
 このシミュレーションでは、水道施設の更新費用に対する資本的収入として、一部水道施
設の耐震化に係る国庫補助金やこれまで有価証券へ投資した費用の償還金を見込んでいます。
しかし、図 3-4 に示すとおり、水道施設の更新費用を含む支出に対して収入が大きく乖離し
ている状況が続いていることが分かります。
 この資本的収支の不足分については、保有する資金や減価償却費等から留保される資金に
よって補てんされます。しかし、資金残高は年々減少していき、図 3-5 に示すとおり、2030

年度には資金がショートする可能性があることから、資金の確保について検討の必要があり
ます。
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図 3-4 将来における資本的収支の推移
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（２）水道施設の計画的修繕・更新を実施するための財源確保

 これまでの説明のとおり、図 3-1及び図 3-2に示す水道施設の健全性を考慮した計画的な
修繕・更新を実施した場合には、2028年度以降に慢性的な赤字、2030年度以降に資金ショー
トとなることが分かりました。
 この状況を回避するために、資金確保に向けた対応策として下記の 3つを検討します。

（１）県水受水費の削減
 これまで渇水対策として自己水源量の 50%を余剰分として確保し、県水からの受
水を主とした給水を実施してきました。しかしながら、2019 年度中に八ッ場ダムが
完成予定であり懸念されていた渇水リスクの低下が見込まれることから、2020 年度
以降は自己水源を活用し県水からの受水を抑制することで、受水費の削減を検討い
たします。

（２）水道事業債の活用
 図 3-2 に示すとおり、2033 年度及び 2034 年度にかけて第一浄水場の更新を予定
しています。浄水場更新には多額の資金が建設時に必要となりますが、浄水場は長い
期間使用する施設であり、世代間の負担の公平を図る観点からも水道事業債の活用
を検討いたします。

（３）水道料金の改定
 水道施設更新に必要な資金の確保として、各年度の期末資金残高を約 10億円確保
することを想定し、必要な水道料金の改定について検討いたします。
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図 3-6 将来における受水費及び受水単価推移

財源確保に関する対応策

受水費(億円) 受水単価(円／m3) 
2020年度から 2024年度に
かけて受水費を削減
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【財源確保を考慮した将来おける収益的収支の推移】
 図 3-7に示すとおり、2020年度からの県水受水費の削減、第一浄水場更新時の水道事業債
の活用、2030 年度及び 2035 年度の水道料金改定を行うことで、安定的な収益の確保が可能
となります。経営戦略の計画期間である 2019年度から 2028年度にかけては黒字を確保して
おり、収支ギャップは発生しないと試算しました。
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図 3-7 財源確保を考慮した将来における収益的収支の推移
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の水道料金改定
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【財源確保を考慮した将来おける資本的収支、資金残高の推移】
 図 3-9に示すとおり、各年度の資金残高は概ね 10億円を確保しており、図 3-5に示すよう
な資金ショートは発生しないことが分かります。
また、経営戦略の計画期間である 2019 年度から 2028 年度に着目すると、2019 年度から

2022年度にかけては、10億円を超える水道施設の更新及び有価証券への投資によって資金残
高が大きく減少していますが、2023 年度から 2025 年度にかけては、投資有価証券の償還に
よって資金残高が回復しています。2026 年度から 2028 年度にかけては、水道施設更新に対
する費用の増加によって資金残高は減少していますが、資金残高 10億円以上は確保できる予
想です。
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図 3-8 財源確保を考慮した将来における資本的収支の推移
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図 3-9 財源確保を考慮した将来における期末資金残高の推移

2033年度、2034年度に実施する第
一浄水場の更新には水道事業債を
活用します
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第4章 東松山市水道事業経営戦略の目標設定

 今回策定した経営戦略が計画的に履行されるよう、目標の設定を行います。特に、本市で
は表 2-5 に示すとおり、県内同規模事業体と比較した有形固定資産減価償却率及び管路経年
化率から水道施設の老朽化が進行していることわかりました。そのため、本市では図 3-2 及
び表 3-2 に示すとおり水道施設の更新（耐震化）計画を策定しました。ここでは、計画的な
履行を進めていくための目標設定を行います。
 目標の設定にあたっては、水道施設更新に係る投資計画（『3.1 投資計画の策定』参照）、
及び財源確保の観点からシミュレーションを実施した財政計画（『3.2財政計画の策定』参照）
が履行されていることを確認していく必要があります。各計画における目標の設定状況につ
いては、以下に示すとおりです。

【投資計画の目標設定】
 投資計画については、策定した水道施設の更新（耐震化）計画を履行した場合における、
表 2-5 に示す浄水施設の耐震化率、配水池の耐震化率及び管路の耐震化率の目標数値を設定
し、経営戦略の中間年度及び最終年度に目標達成状況について確認を行います。

表 4-1 投資計画の目標設定状況

目標項目 2017年度時点 2023年度
経営戦略中間年度

2028年度
経営戦略最終年度

浄水施設の耐震化率 0% 0% 100% 

配水池の耐震化率 2.4% 34.8% 81.6% 

管路の耐震化率 27.6% 33.7% 38.0% 
※浄水施設の耐震化率算出式・・・耐震対策の施された浄水施設能力÷全浄水施設能力
 配水池の耐震化率・・・耐震対策の施された配水池有効容量÷全配水池有効容量
 管路の耐震化率・・・耐震管路延長÷全管路延長
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【財政計画の目標設定】
 現状分析結果では、概ね良好な経営状況ですが、図 2-10に示すとおり、水道施設の更新に
必要となる財源が減少していることが分かりました。自己資金のみを財源とした場合では、
将来的に資金不足となる可能性があり、財源確保に向けた取組みが必要となります。

23ページに示すとおり、財源確保に向けた 3つの取組みを掲げています。特に、県水受水
費の削減については、2020年度より削減に向けた取組みを行うため、県水受水費の削減状況
について目標の設定を行います。
 また、県水受水費の削減を実施することで、2019 年度から 2028 年度における単年度収支
の黒字の確保、及び期末資金残高 10億円の確保が可能であると予想しています。これらの状
況を可能にするためにも、経常収支比率及び期末資金残高について目標の設定を行います。

表 4-2 財政試算の目標設定状況

目標項目 2017年度時点 2023年度
経営戦略中間年度

2028年度
経営戦略最終年度

県水受水費削減率 0% 10% 15% 

経常収支比率 116.16% 100%以上 100%以上
期末資金残高 34.3億円 10億円以上 10億円以上
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第5章 おわりに

経営戦略は、目標年度を 2028 年度とし、2019年度から 2028 年度までの 10 年間に実施す
べき具体的な投資・財政計画を示したものです。
この計画期間で経営戦略に示す目標を推進するためには、目標の達成度を客観的に評価し、
改善検討を行う進捗管理をしてまいります。
このため、計画の策定（Plan）→事業の推進（Do）→達成状況の確認（Check）→改善策の
検討（Action）の「PDCAサイクル」に基づき、計画の進捗管理を行います。
計画期間の中間年である 2023年度には、中期経営計画において進捗や事業の効果について
検証を行います。
検証の結果、計画を見直す必要が生じた場合には、水需要の動向や社会情勢、経営状況な
ども踏まえながら見直しを進めます。

•事業の推進•達成状況
の確認

•計画の策定•改善策の
検討

Action Plan

DoCheck

図 5-1 PDCAサイクルによる経営戦略の推進
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② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

東松山市水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 53,010 ／日

　建設部　　　上下水道経営課
　　次長　　　　　　課長　副課長　主査　主任　主事（技師）　主事補（技師補）

　　　　　　　　　水道施設課
　　　　　　　　　　　課長　副課長　主査　主任　技師（主事）　技師補（主事補）

これまでの主な経営健全化の取組

[委託]
　浄配水場等維持管理業務　契約期間 ３．５年
　水道事業徴収等委託業務（水道料金・下水道使用料徴収業務、検針業務、開閉栓業務）　契約期間 ３．５年
[広域化]
　埼玉県第６ブロックで検討中（小川町、ときがわ町、滑川町、鳩山町、東秩父村、東松山市、吉見町、嵐山町、埼玉県（生活衛生課）、埼玉県（企業局））

経営の健全性・効率性の分析では、本市水道事業は適正な事業運営であると判断できるものの、経常収支比率・料金回収率は2016年度に比べ、2017年度は低下して
おり経常費用の推移に注視するとともに削減策を検討する必要がある。
有形固定資産減価償却費率ついては類似団体平均を上回っているものの、管路更新率は計画的な老朽管更新を進めていることから類似団体平均を上回っている。

1992年4月1日

計 画 期 間 ：

9

～

管 路 延 長

水 源

計 画 給 水 人 口 106,000

現 在 給 水 人 口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

別添１－２

東松山市水道事業経営戦略

事業の現況

口径別基本料金（使用水量 月10 まで）、従量料金（逓増型）

（実績：平成29年度）

345

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 66.6

施 設 数

策 定 日 ：

年度

1.75

供 用 開 始 年 月 日 1964年11月1日

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

東松山市建設部水道課

89,907
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

給水人口の予測

「水道施設設計指針2012（日本水道協会）」に示されている「用途別推計」に基づいて、年間給水量の予測を行った。本市では、家庭用、営業用、病院用、官公庁用、学
校用、事務所用、公衆浴場用、工場用及びプール用に用途として区分されており、家庭用を除く用途については、2008年度から2017年度の実績値を用いて時系列傾
向分析による用途別年間給水量の予測を実施した。家庭用については、給水人口予測値に対して家庭用一人当たり年間給水量を乗じることで水需要の予測を行った。
ここで使用する家庭用一人当たり年間給水量は、2008年度から2017年度の実績値による時系列傾向分析により算出した。年間給水量の予測値は、各用途予測値の合
算となっている。

予測の結果、年間給水量は2020年度までは増加傾向にあり、2021年度より年々減少すると予想され、計画期間の初年度である2019年度には11,578千m3／年、最終年

度である2028年度には11,385千m3／年と推計され、計画期間内に約1.7%減少すると予想される。

料金収入の見通し

算出した年間給水量の予測値に対して、2017年度の給水単価実績値141.77円／m3を乗じることで年間給水収益の見通しについて算出した。算出の結果、年間給水収
益は年々減少すると予想され、計画期間の初年度である2019年度には1,641,486千円／年、最終年度である2028年度には1,614,156千円／年と推計され、計画期間内
に約1.7%減少すると予想される。

2018年度まで水道課であったものを、本市下水道事業の地方公営企業法適用を受け、2019年度より上下水道経営課、水道施設課とした。職員数については、増加が
見込めない中、本市水道業務平均経験年数は、県内の同規模事業体と比較して短い状況である。水道技術管理者や布設工事監督員の育成及び今後の本格的な水道
施設の補修・更新事業及び多種多様な業務を遂行していくために経験年数を補う技術力の向上や経験年数の確保に努める必要がある。

水需要の予測

施設の見通し

平成27年10月に策定した「東松山市人口ビジョン」に示した目標人口に対して、2017年度の普及率99.9%を乗じることで、2019年度以降の給水人口を予測している。予
測の結果、給水人口は年々減少すると予想され、計画期間の初年度である2019年度には約9万人、最終年度である2028年には約8万7千人と推計され、計画期間内に
約3%減少すると予測される。

組織の見通し

[構造物］
2018年度時点において、法定耐用年数を超過するものや近づきつつあるものが見受けられ、老朽化進行していることが伺える。また、「浄水施設簡易耐震診断の手引き
（平成26年6月）」に準じた簡易耐震診断では大半が耐震性が低い施設とされ、耐震化計画の策定及び耐震化の推進が求められる。
［設備］
2018年度時点において、法定耐用年数を超過しているものが多く存在しており、老朽化が進行していることが伺える。一方で、平成25年度に策定した「水道施設長期修
繕・更新計画」に基づいて修繕・更新を実施しており、今後も計画的な修繕・更新を実施していく。
［管路］
現在、老朽管の更新工事を進めている一方で、2017年度末を基準とした場合では、現在法定耐用年数を超過している管路は約52km存在しており、、10年後に新たに法
定耐用年数を超過する管路が約99km出現することが分かった。今後は、重要度の高い管路を中心に計画的な耐震化工事を進めていく。また、給水管の耐震化及び連
合給水管の解消についても同時に進めていく。

東松山市水道事業が掲げる理想像
　『まちを育む安全安心な東松山市の水道事業』

基本方針
　基本理念の実現に向けて、「安全」、「強靭」、持続」の3つの観点から基本方針の設定を行った。
　・安全：水道利用者が安心して水道水を利用できるように、継続的に安全な水道水を提供する
　・強靭：水道施設の修繕・更新を計画的に進め、災害に強い水道施設を再構築する
　・持続：持続可能な水道事業運営のため、安定的な給水収益の確保、及び人材育成を目指す



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標
・浄水施設の耐震化率向上　2017年度時点：　 0%⇒2028年度：100%
・配水施設の耐震化率向上　2017年度時点： 2.4%⇒2028年度： 81.6%
・管路の耐震化率向上　　　2017年度時点：27.6%⇒2028年度： 38.0%

目 標
・県水受水費削減率　2017年度時点：　　　0%⇒2028年度：   15%
・経常収支比率　　　2017年度時点：　116.2%⇒2028年度：  100%以上確保
・期末資金残高　　　2017年度時点：34.3億円⇒2028年度：10億円以上確保

②　収支計画のうち財源についての説明

〇収支計画の策定にあたって反映した財源確保の取組事項
［県水の受水費の削減］
これまで渇水対策として自己水源量の50％を余剰分として確保し、県水からの受水を主とした給水を実施してきた。しかしながら、2019年度中に八ッ場ダムが完成予定
であり懸念されていた渇水リスクの低下が見込まれることから、2020年度以降は自己水源を活用し県水からの受水を抑制することで、受水費の削減を検討する。

［水道事業債の活用］
資金の平準化のために水道事業債の活用を検討する。本市では、2033年度、2034年度に掛けて第一浄水場の更新を予定している。浄水場更新には多額の資金が建
設時に必要となるが、浄水場は長い期間使用する施設であり、世代間の負担の公平を図る観点からも水道事業債の活用を検討する。

［水道料金の改訂］
給水収益の確保のために水道料金の改定を検討する。水道料金の改定時期、改定率は、事業年度毎の損益、期末資金残高を勘案し検討する。2030年度及び2035年
度に改定を実施するとした場合では、中長期において安定的な水道事業運営が可能になる。

職員給与費　　：各年度の想定職員数を反映し人件費を算出した

動力費、薬品費：県水受水量の削減に伴って自己水源量が増加すると予想されることから、1m3当たりにおける動力費及び薬品費を算出し、
　　　　　　　　各年度における動力費及び薬品費を推計した
委　託　費　　：2008年度から2017年度における平均委託費に対して、水道施設の更新に伴って発生する設計費を追加した
修　繕　費　　：水道施設に対する修繕計画を策定し、各年度における修繕費を算出した
加　入　金　　：区画整備事業地内への新築等の動向（長期的には減少を見込む）を考慮した加入金の設定を行った
減価償却費　　：現状の水道施設に関する減価償却費に対して、2019年度以降に取得する水道施設の減価償却費を合算することで算出した
長期前受金戻入：現状の補助金等に関する長期前受金戻入に対して、耐震化事業に伴って受ける国庫補助分の長期前受金戻入分を合算する
　　　　　　　　ことで算出した

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

構造物 設備 管路

2019年度 10.1 第一浄水場：一部構造物
第二浄水場：電気設備
高坂高区配水場：計装設備

2020年度 10.2 第一浄水場：ポンプ施設建屋、調整池
第二浄水場：ポンプ設備
高本山配水場：計装設備

2021年度 10.7
第一浄水場：ポンプ井
高本山配水場：No.2 PCタンク

第二浄水場：計装設備
水穴配水場：計装設備

2022年度 9.3 高本山配水場：No.1 PCタンク 高坂高区配水場：電気設備

2023年度 11.9
第二浄水場：本館建屋、配水池
高本山配水場：受水池

‐

2024年度 12.2 第二浄水場：本館建屋、配水池 ‐

2025年度 9.6
第一浄水場：第一水源、第三水源
第二浄水場：次亜室建屋、発電機室

水穴配水場：ポンプ設備

2026年度 7.5
第一浄水場：第三水源
高坂高区配水場：県水受水池

高本山配水場：計装設備

2027年度 9.0
第一浄水場：第一水源
水穴配水場：本館建屋、受水池
高坂高区配水場：県水受水池

‐

2028年度 12.1
第二浄水場：第二水源
水穴配水場：本館建屋、受水池

第二浄水場：電気設備
高本山配水場：計装設備
石橋調整場：減圧弁設備

投資実施内容
年度

投資費用
（億円）

更新管路延長：15㎞

更新管路延長：15㎞

〇2019年度から2028年度における水道施設投資計 〇収支計画の策定にあたって反映した取組事項

・耐震化に係る投資については、生活基盤施設耐震化等交付金活

用し、投資額の1／4の国庫補助を受けることを想定している。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

『（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明』に記載の通り

『（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明』に記載の通り

『（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明』に記載の通り

委 託 料

修 繕 費

繰 入 金

再構築時の第一浄水場、第二浄水場の統合

特に無し

民間の資金 ・ ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

債券運用を実施している。

そ の 他 の 取 組 特に無し

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

同時期に策定する中期経営計画に基づいて、計画期間の中間年度である2023年度に設定した目標に対する進捗管理
を行う。

施設 ・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

水道施設修繕計画を策定し、長寿命化に向けた取組みを実施している。

広 域 化 埼玉県水道ビジョンに掲げた水道広域化について検討している。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特に無し

アセットマネジメントを策定し、水道事業債の起債時期について財政シミュレーションを実施している。

繰入基準内である児童手当分、消火栓維持管理費、消火栓設置費を同程度として見込む。

特に無し

そ の 他 の 取 組

アセットマネジメントを策定し、水道料金改定時期について財政シミュレーションを実施している。

『（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明』に記載の通り

『（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明』に記載の通り



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成29年度 平成30年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 1,663,628 1,659,011 1,647,782 1,651,280 1,643,698 1,640,559 1,637,400 1,638,651 1,630,981 1,626,027 1,621,050 1,620,455
(1) 1,644,259 1,639,886 1,641,483 1,644,981 1,637,399 1,634,260 1,631,101 1,632,352 1,624,682 1,619,728 1,614,751 1,614,156
(2) (B) 13,070 12,826 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299 6,299
２． 223,905 221,949 208,336 197,952 195,649 192,053 187,852 186,301 179,525 178,111 174,437 172,364
(1) 2,686 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069

2,686 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 174,438 169,155 155,542 145,158 142,855 139,259 135,058 133,507 131,104 129,690 126,016 123,943
(3) 46,781 50,725 50,725 50,725 50,725 50,725 50,725 50,725 46,352 46,352 46,352 46,352

(C) 1,887,533 1,880,960 1,856,118 1,849,232 1,839,347 1,832,612 1,825,252 1,824,952 1,810,506 1,804,138 1,795,487 1,792,819
１． 1,605,410 1,681,374 1,728,117 1,765,770 1,592,861 1,599,045 1,646,785 1,674,043 1,752,073 1,659,424 1,649,719 1,755,055
(1) 109,692 109,665 102,354 102,354 95,043 95,043 95,043 95,043 95,043 95,043 95,043 95,043
(2) 1,054,026 1,103,327 1,137,256 1,177,351 1,016,708 1,002,232 1,037,918 1,055,425 1,111,015 1,012,603 999,570 1,094,362

34,702 33,303 33,303 36,748 40,193 43,639 47,084 50,529 50,529 50,529 50,529 50,529
126,301 149,019 173,502 204,789 102,019 107,586 116,969 191,619 196,819 110,519 100,619 226,874
1,910 1,743 1,743 1,923 2,104 2,284 2,464 2,645 2,645 2,645 2,645 2,645

891,113 919,262 928,708 933,891 872,392 848,723 871,401 810,632 861,022 848,910 845,777 814,314
(3) 441,692 468,382 488,507 486,065 481,110 501,770 513,824 523,575 546,015 551,778 555,106 565,650
２． 19,536 17,929 16,184 14,401 12,578 10,715 8,811 6,864 4,895 3,102 1,815 937
(1) 18,903 17,196 15,451 13,668 11,845 9,982 8,078 6,131 4,162 2,369 1,082 204
(2) 633 733 733 733 733 733 733 733 733 733 733 733

(D) 1,624,946 1,699,303 1,744,301 1,780,171 1,605,439 1,609,760 1,655,596 1,680,907 1,756,968 1,662,526 1,651,534 1,755,992
(E) 262,587 181,657 111,817 69,061 233,908 222,852 169,656 144,045 53,538 141,612 143,953 36,827
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

262,587 181,657 111,817 69,061 233,908 222,852 169,656 144,045 53,538 141,612 143,953 36,827
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 3,618,177 2,902,514 2,300,973 1,650,233 1,368,488 1,170,618 1,671,028 1,829,027 1,946,446 1,816,729 1,688,273 1,460,743

3,434,763 2,719,100 2,117,559 1,466,819 1,185,074 987,204 1,487,614 1,645,613 1,763,032 1,633,315 1,504,859 1,277,329
109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696 109,696
△ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487 △ 2,487
76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205 76,205

(K) 494,727 1,147,727 1,066,436 983,361 898,463 811,702 723,037 632,425 542,719 479,482 428,103 415,180
79,547 732,547 651,256 568,181 483,283 396,522 307,857 217,245 127,539 64,302 12,923 0
9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677 9,677
1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819 1,819

403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684 403,684
( I )
(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 1,650,558 1,646,185 1,647,782 1,651,280 1,643,698 1,640,559 1,637,400 1,638,651 1,630,981 1,626,027 1,621,050 1,620,455

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 1,650,558 1,646,185 1,647,782 1,651,280 1,643,698 1,640,559 1,637,400 1,638,651 1,630,981 1,626,027 1,621,050 1,620,455

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受 託 工 事 収 益
そ の 他

平成31年度

営 業 収 益

平成32年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

そ の 他

収

益

的

収

入

薬 品 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費
経 費

動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

料 金 収 入

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失

00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

現 金 及 び 預 金
未 収 入 金
貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

企 業 債

そ の 他 引 当 金
そ の 他

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 平成29年度 平成30年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 30,888 13,913 13,913 123,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 88,959 251,000 191,000 386,679 488,877 256,877 70,000 201,700 475,000

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 111,651 146,000 145,973 145,932 145,869 145,771 145,622 145,393 145,043 144,508 143,694 142,461

９． 399,880 400,000 400,000 400,000 0 0 800,000 400,000 400,000 0 0 0

(A) 542,419 559,913 559,886 758,804 410,782 350,684 1,346,214 1,048,183 815,833 228,421 359,307 631,374

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 542,419 559,913 559,886 758,804 410,782 350,684 1,346,214 1,048,183 815,833 228,421 359,307 631,374

１． 973,538 930,488 1,215,160 1,447,835 1,275,531 1,129,641 1,413,902 1,444,861 1,162,715 922,357 1,088,347 1,435,067

53,605 61,224 76,530 76,530 76,530 76,530 76,530 76,530 76,530 76,530 76,530 76,530

２． 77,839 79,547 81,291 83,075 84,898 86,761 88,665 90,612 89,706 63,237 51,379 12,923

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 800,000 400,000 400,000 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 2,313 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 1,053,690 1,810,035 1,696,451 1,930,910 1,360,429 1,216,402 1,502,567 1,535,473 1,252,421 985,594 1,139,726 1,447,990

(E) 511,271 1,250,122 1,136,565 1,172,106 949,647 865,718 156,353 487,290 436,588 757,173 780,419 816,616

１． 374,448 1,117,000 965,032 977,633 769,010 696,472 0 285,502 315,266 693,417 701,499 706,064

２． 77,839 79,547 81,291 83,075 84,898 86,761 48,012 90,612 35,764 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 58,984 53,575 90,242 111,398 95,739 82,485 108,341 111,176 85,558 63,756 78,920 110,552

(F) 511,271 1,250,122 1,136,565 1,172,106 949,647 865,718 156,353 487,290 436,588 757,173 780,419 816,616

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 812,093 732,546 651,255 568,180 483,282 396,521 307,856 217,244 127,538 64,301 12,922 0

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 平成29年度 平成30年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2,686 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069

2,686 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069 2,069

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30,888 13,913 13,913 123,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913

30,888 13,913 13,913 123,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913 13,913

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33,574 15,982 15,982 125,982 15,982 15,982 15,982 15,982 15,982 15,982 15,982 15,982

平成40年度

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

計

投 資 有 価 証 券 償 還 金

平成37年度 平成38年度 平成39年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

加 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成39年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

減 債 積 立 金

繰 越 工 事 資 金

消費税資本的収支調整額

計

平成40年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度平成32年度平成31年度


